
は じ め に

途上国の労働市場では，都市に高水準の失業

が存在するにもかかわらず農村労働者が都市に

移動することが一般的に観察される［Stiglitz

１９８８，９６］。特に，移民や短期の出稼ぎを含め

て国境を越える労働移動が盛んな国では，その

傾向は著しい。外国での就業可能性を考慮する

と移動の意思決定はより複雑なものとなるであ

ろう。しかし，外国での雇用機会も得られると

すれば，都市に失業者が大量に集中しかつ滞留

するのはなぜなのであろうか。本稿は，この完

全競争的労働市場の仮定と矛盾する事実を説明

するひとつの例として，１９７０年代以降のエジプ

トの労働移動を分析するものである。

エジプトはそもそも，W・A・ルイスによっ

て農村に大量の労働力を内包する労働過剰経済

の典型であるとされた［Lewis１９５４］。ただし，

１９５０年代半ばになると，それまで停滞していた

農業の実質賃金率は都市への労働流出によって

徐々に上昇し始め［Richards１９８２，２２７―２３０］，

農村労働市場は次第に逼迫していった。それに

加えて，１９７３年の第１次石油危機並びに８０年の

第２次石油危機によって石油価格が高騰すると，

多くのエジプト人労働者がペルシャ湾岸や北ア

フリカの産油国に出稼ぎに行った。

かくして農村労働者が都市や産油国に大量に

流出するに伴い，１９６０年には５倍もあった非農

業・農業部門間の実質賃金格差は８０年代半ばに

は２倍にまで縮小した（注１）。しかし，都市や非

農業部門で失業と低位雇用が顕在化しているこ

とは，早期に対処すべき政策的課題となってい

る［Abdel-Fadil １９８０；Fergany １９９１；Hansen

１９９１a］（注２）。都市に高水準の失業が存在する

上，非農業・農業部門間の賃金格差が縮小して

いるのに，農村労働者が移動を決定する要因は

何か。このことが本稿でエジプトの労働移動を

取り上げる動機に他ならない。

この問題を分析するひとつの鍵が，産油国へ

の出稼ぎにあると考えられる。本稿では，エジ

プトの労働移動は門戸開放政策下で経済が自由

化に向かう中，石油危機という外的要因によっ

て誘発されたものであるとし，同時に移動の内

的要因は外貨送金によって肥大化した非農業部

門の雇用吸収力であることを指摘する。つまり，

エジプトの労働者は賃金格差よりも産油国にお

ける労働需要の増加，そして都市や非農業部門

で新たに生じる雇用機会に敏感に反応している

エジプトにおける海外出稼ぎと

国内労働移動のメカニズム
かしわ ぎ けん いち

柏 木 健 一

はじめに

Ⅰ エジプトの労働移動の実態

Ⅱ 労働移動モデルの理論的枠組と実証分析

結 び

�アジア経済�XLIV―１０（２００３．１０）2



ことが示唆され，Schultz（１９４５）による労働移

動の就業機会説がエジプトの労働移動を説明す

る上で有効である。このことが本稿において実

証されるべき仮説である。

上記のような問題意識に基づき，本稿では，

産油国におけるエジプト人労働需要の増加を分

析に明示的に取り入れ，エジプト人労働者の海

外出稼ぎと国内の移動の要因，および失業発生

のメカニズムを明らかにする。具体的には，ハ

リス＝トダロー・モデル［Harris and Todaro

１９７０］を基礎とし，外国への労働移動の影響を

明示的に取り込んだ Todaro and Maruszko

（１９９５）の枠組を応用して，実証分析を行う。

このような枠組でエジプトの労働移動を分析

した研究は，これまでにほとんど見られない。

先駆的には Greenwood（１９６９）による移動要

因の分析があるが，ハリス＝トダローの枠組で

は分析されておらず，１９７０年代以降の産油国へ

の出稼ぎの影響はもちろん考慮されていない。

以下，まず第Ⅰ節で，エジプトの労働移動の

実態を産油国への出稼ぎと国内の農村・都市間

および農業・非農業部門間の労働移動から分析

する。特に，石油価格の上昇に伴う出稼ぎ労

働需要増が国内の農村労働者の移動に影響を及

ぼしており，出稼ぎと国内の移動が密接に連

動している点に注目している。Todaro and

Maruszko（１９９５）の枠組を基に，労働移動の

理論モデルと実証モデルを展開し，農業部門・

非農業部門の労働需要関数，労働供給関数，お

よび労働移動関数の各モデルを推計するのが第

Ⅱ節である。

結論を先取りすれば，本稿の分析では，エジ

プトの農業労働者は賃金格差よりも雇用確率に

敏感に反応していること，それ故に産油国にお

ける出稼ぎ労働需要増と外貨送金投資による非

農業部門の雇用拡大によって労働需要は増加す

るものの，労働供給圧力がそれ以上に高まり，

結果として失業は増加していることが重要なフ

ァインディングである。

つまり，産油国での雇用増が直接・間接的に

農業労働者が抱く移動先での期待所得を高め，

かえって都市失業の増加を引き起こしている。

すなわち�トダローの逆説�に類似する結果が

もたらされていることを明らかにしている点が

本稿の貢献であるといえるだろう（注３）。最終節

では，分析を集約し考察をする。

Ⅰ エジプトの労働移動の実態

１．産油国への出稼ぎ労働移動

エジプトは自国民労働者の供給国として長い

歴史をもち，現在では中東・北アフリカ地域の

中で最も多くの労働力をサウジアラビア，クウ

ェート，アラブ首長国連邦等のアラブ産油国に

送り出している（注４）。本項では，現在のエジプ

トで見られる海外出稼ぎの基本的特徴について

述べ，出稼ぎ労働者が急増した要因について分

析する。


１ 海外出稼ぎの基本的特徴

近年に見るエジプト人労働者の海外出稼ぎは，

１９６０年代中頃から政府が就業を目的とした自国

民の出国に関する規制措置を緩和するようにな

ったことから始まった。それ以前は出稼ぎとい

うよりも，政府が後発アラブ諸国の教育を支援

するために教師や技術者等専門家を派遣するこ

とが主であった［畑中１９８６，７０］。エジプト人

の海外出稼ぎは１９７０年代半ばに急増するが，そ

れは次にあげたいくつかの基本的特徴を持って
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いる。

第１の特徴は，出稼ぎ労働者数の劇的な増加

が石油危機によって産油国に膨大な石油収入が

生じたことを発端としていることである。１９７３

年１０月に第１次石油危機が起こると産油国に膨

大な石油収入がもたらされ，インフラ建設・整

備等の大規模な開発計画が実施された。十分な

労働力を擁していなかった産油国は，外国人で

国内の労働需要を満たそうとした。この外国人

労働需要の発生に反応して，エジプト人の出稼

ぎが急増したのである。

１９６０年代半ば以前は１０万人前後に過ぎなかっ

た出稼ぎ労働者数は，７５年に３９万７５００人に急増

した（注５）。さらに，１９７９年のイラン革命を発端

として第２次石油危機が起こると，エジプト人

労働需要はピークに達した。１９８０年には８０万

３０００人と第２次石油危機前の２倍以上にまで増

加した出稼ぎ労働者数は，８３年には１８８万２０００

人にのぼった（注６）。

これらの事実は，エジプトの海外出稼ぎにつ

いての第２の特徴を容易に類推させる。それは，

出稼ぎ労働者数の増減が石油価格の変動の影響

を大きく受けることである。石油価格は第１次

石油危機によって４倍に跳ね上がり，第２次石

油危機時には第１次石油危機直後の１９（指数）

から１２７（指数）に高騰し，出稼ぎ労働者数も

急増した［IMF１９８９，３３６―３３７］。ところが，第

２次石油危機後最高値に達した石油価格が低下

し始めると，産油国のエジプト人労働需要も低

下し始め，１９８５年には出稼ぎ労働者数は１２１万

人とピーク時の約３分の２に減少した（注７）。こ

のように，石油価格は産油国での労働需要を変

動させ，エジプト人労働者の出稼ぎ参加に極め

て大きな影響を及ぼしている。

第３に，１９７０年代以降の出稼ぎ労働者の構成

に，それ以前と比較して大きな相違があること

を指摘しておかねばならない。先に述べたよう

に，従来は技術者や教師等の専門家が政府経由

で派遣されることが多かった。しかし石油危

機以降は，教育水準の低い労働者や未熟練労

働者が出稼ぎ参加者の大部分を占めている。

Fergany（１９９１，４０―４２）によれば，１９８５年にお

ける出稼ぎ労働者の構成は初等教育およびそれ

以下の低学歴層が５６％を占めるのに対し，大学

およびそれ以上の高学歴層は１３％に過ぎない。

また，産業部門でいえば，農業部門と建設部

門の労働者が出稼ぎ労働需要増に最も敏感に反

応した。同じく１９８５年において出稼ぎ労働者の

４２％が農業から，１１％が建設業からであり，出

稼ぎに参加する以前の職業は農業が４１％，生産・

輸送機関が３１％であった（注８）。長沢（１９８４，１０）

は，都市部の建設労働者の出稼ぎ比率は１９７７年

に４０％にも達したとしている。すなわち１９７０年

代半ば以降の出稼ぎでは，その中心が低学歴・

未熟練労働者に移行した点で，従来のものとは

異なるといえよう。

第４の特徴は，産油国への出稼ぎは外貨獲得

の主たる源泉であり，しかも外貨送金が様々な

経済的波及効果をもたらすことである。１９７３年

の外貨送金額は１．２億ドルであり，この時点で

は GDPの１．４％に過ぎなかったが，ピーク時

の１９８１年に外貨送金額は２１．８億ドル，GDPの

９．２％にのぼった。その後，石油価格が底値と

なった１９８７年に外貨送金額は３０億ドル，GDP

の５．０％と比率では低下したものの，その額は

石油収入，スエズ運河収入および観光収入を

合わせた額に匹敵した［World Bank１９９５，２５８―

２５９］。
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一方，出稼ぎ労働者が稼いだ外貨は家計の収

入を増加させ，消費ブームのみならず，住宅の

建設・購入の増加による建設ブームももたらし

た［Richards１９９４，２４９―２５４］。このことについ

ては後ほど分析するが，出稼ぎは貴重な外貨獲

得の源泉であり，国内生産・消費構造に与える

インパクトは極めて大きい。


２ 出稼ぎ労働者急増の要因

ところで，エジプト人労働者の出稼ぎが産油

国で得られる収入と現在の職業で得られる収入

の格差に起因することは，多くの先行研究が指

摘するところである（注９）。坂井（１９８６，１９０）に

よると，１９７７年において大学教授は出稼ぎ先で

エジプト国内の約６倍，教師は約９倍，建設労

動者は約１０倍も稼ぐことができた。また，農業

労働者が国内の都市フォーマル部門に移動した

場合，収入の増加は２倍ほどであるのに対し，

産油国で建設労働に従事すれば収入は約８倍増

加する（注１０）。つまり，移動の費用を勘定しても

出稼ぎ参加は極めて魅力的なものであった。

ただし，産油国とエジプトの大きな所得格差

は石油危機以前にすでに存在していた。また，

石油価格低迷後，出稼ぎ労働者数は減少したが，

依然として大きな格差は存在し続けている。つ

まり，産油国との所得格差は出稼ぎ参加のイン

センティブではあるが，その数の増減を説明す

るにはその他の要因も影響していると考えるの

が妥当である。

先に特徴の第１点目に述べたように，出稼ぎ

労働者数は産油国に莫大な石油収入が発生した

ことによって急増したが，その理由はエジプト

政府が導入した出稼ぎ奨励政策にも求められよ

う。一方，１９８０年代半ば以降出稼ぎ労働者数は

減少しているが，その理由は産油国側の外国人

労働者受入れ政策の転換からも説明できるだろ

う。

エジプト政府は１９７０年代初頭からすでに，国

際収支の悪化による外貨獲得の必要性に対応し，

海外出稼ぎを奨励する諸政策措置をとっている。

まず，１９７１年に制定された新憲法では海外出稼

ぎが国民の権利と規定された（第５２号条）。ま

た，同年の公務員法において退職後１年以内で

あれば職場への復帰が可能であるとされた（第

７３号法）。第２に，サダト大統領は１９７４年に門

戸開放政策を導入したが，その一環として海外

出稼ぎに関する規制を撤廃した。エジプト政府

が出稼ぎを推進し，出稼ぎ労働者を保護するこ

とを目的に採用した措置は，出国ビザの撤廃，

パスポート取得の簡易化，海外所得に関する非

課税扱いの容認（法律第８６号），移住・海外在住

者省の設置（１９８１年１０月），および出稼ぎ問題閣

僚会議の設置（８３年：法律第１１１号），の５点で

ある［畑中１９８６，７１］。

この他に，１９７３年の並行為替市場（parallel

market）の導入とともに，外国で外貨を保有す

る者に対して特権的な為替相場（own exchange

market）が設定された［長沢１９８４，２］。また，

１９７６年の法律第９７号によって外貨保有が認めら

れた。これらの政策は外資導入のための優遇措

置であったが，インフレの影響も考慮すると外

貨を保有することは極めて魅力的なものとなり，

出稼ぎ参加のインセンティブは高まった（注１１）。

ところが１９８５年以降になると，石油価格低迷

による産油国での労働需要低下に加えて，産油

国の外国人労働者受入れ政策に転換が見られる。

例えば湾岸諸国協力会議機構（Gulf Cooperation

Council, 以下 GCCと略称）は，可能な限り外国

人労働者を自国民ないし GCC諸国民の労働力
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で置き換えていくという方針を重視し始めた。

リビアでも１９８５年にエジプト人，チュニジア人

を中心とする外国人労働者の追放措置が発表さ

れた。イラクでも１９８６年から外国人労働者の送

金限度引き下げ措置が実施されたことにより，

出稼ぎ先で多額の貯蓄を行うことが難しくな

り，エジプト人労働者の帰国が加速化してい

る（注１２）。

それに加えて，１９９０年にイラクがクウェート

に侵攻し９１年に湾岸戦争が勃発すると，イラク

やクウェートに出稼ぎに行った労働者が帰還し

た。その数は３５万人から６７万人と推計されてい

る。ただし，湾岸戦争終結後出稼ぎ労働者数は

再び増加を見せており，近年ではイラクやクウ

ェートに代わり，サウジアラビアを目指す労働

者が多い［Amin１９９５，４７―４８］。

このように，１９８０年代半ば以降海外出稼ぎ労

働者数が減少した理由は，産油国の総労働需要

の低下，産油国の外国人労働者受入れ制限政策，

湾岸戦争の勃発など，労働需要側の要因や外的

要因に帰するところが大きいといえよう。

２．国内労働移動

１９７０年代半ばに急増した産油国への出稼ぎは，

エジプト国内の労働移動にも大きな影響を及ぼ

した。本項では，農村と都市の人口増加率の推

移，農村と都市における農業と非農業部門の労

働力人口と増加率の推移，および非農業・農業

部門間の実質賃金格差の推移を１９６０年代から観

察し，エジプト国内の人口および労働力人口の

移動について分析する。


１ 農村・都市間の人口移動

首都カイロとその周辺を含む大カイロ圏は長

年人口移動の受入地として人口の急増を経験し

てきたが，表１に示すようにエジプトの都市化

は大きな転換期を迎えている。それは，１９７６年

から８６年の１０年間頃を境に，都市人口の増加率

が農村のそれよりも低くなる局面に入ったこと

である（注１３）。

１９６０年から７６年の都市人口の平均成長年率を

見ると，３％前後と全人口の増加率よりも高く，

農村人口の増加率はその半分ほどである。いう

までもなく，これは農村から都市への人口移動

が進んだ結果である（注１４）。

しかし，１９７６年から８６年の１０年間に都市と農

村の人口増加率はほぼ均衡に達する。これまで

高水準を維持してきた都市人口の増加率は２．８

表１ 農村および都市人口の平均成長年率の推移
（％）

農村人口 都市人口 全人口

男性 女性 男性 女性 男性 女性

１９６０～６６年

１９６６～７６年

１９７６～８６年

１９８６～９６年

１．６

１．６

２．８

２．２

１．５

１．４

２．６

２．２

３．２

２．９

２．８

１．８

３．１

２．８

２．８

１．９

２．２

２．２

２．８

２．１

２．１

２．０

２．７

２．１

（出所） エジプト中央統計動員局�統計年鑑１９９２―１９９７年�１９９８年６月，１０ページ
より作成。

（注） 国外に在住のエジプト人を除く。
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％に低下し，農村と全体の人口増加率とほぼ同

水準になった。さらに，その後１９９６年にかけて

都市と農村の人口増加率は逆転した。つまり，

都市人口比率は１９７６年から８６年にかけてほぼ上

限に達し，２０世紀初頭から続く都市化はこの１０

年間で終息しつつあるように思われる（注１５）。

ここで注目すべき点は，産油国への出稼ぎと

農村・都市間の人口移動が密接に結びついてい

ることである。１９７６年から８６年の１０年間は出稼

ぎが最も盛んであったが，８６年から９６年にかけ

ては，石油価格の低迷に加えて湾岸戦争の影響

もあり，出稼ぎは以前ほど盛んでなくなった。

つまり，出稼ぎ労働者が殺到した期間に都市人

口比率は最大になり，出稼ぎ労働者が大量に帰

還した時期に農村への還流が始まっている。こ

れらのことから，産油国での雇用増が間接的に

農村人口の都市への移動を誘発しており，逆に

出稼ぎ労働者の帰還は都市から農村への人口の

還流を促していることが示唆される。


２ 農業・非農業部門間の労働移動

それでは，都市と農村の人口増加率が逆転す

る局面に入ったのはなぜだろうか。その理由は，

農村内の雇用吸収力が増加したことに求められ

よう。表２から農村と都市それぞれにおいて農

業部門と非農業部門の労働力人口と平均成長年

率の推移を観察すると，次の３点が明らかとな

る。

第１は農村の農業労働力人口の比率が一貫し

て低下していることである。農村の農業労働力

人口は１９７６年までは増加したが，８６年にかけて

減少に転じた（注１６）。１９６０年に６５．４％と全労働力

人口の半分以上を占めていたその比率は，９６年

表２ 農村・都市における農業部門・非農業部門の労働力人口と平均成長年率の推移

農業部門労働力人口 非農業部門労働力人口 労働力人口総計

農村 都市 農村 都市 農村 都市

１９６０年 ４，０８０ ３２７ ５３６ １，２９５ ４，６１６ １，６２２

（６５．４） （５．２） （８．６） （２０．１） （７４．０） （２６．０）

１９７６年 ４，４２６ ４５５ １，４４５ ３，９３１ ５，８７１ ４，３８６

（４３．２） （４．４） （１４．１） （３８．３） （５７．２） （４２．８）

１９８６年 ４，１２６ ６５２ ２，３７９ ５，０７９ ６，５０５ ５，７３１

（３３．７） （５．３） （１９．４） （４１．５） （５３．２） （４６．９）

１９９６年 ４，３２３ ５５８ ４，１３２ ６，７５５ ８，４５５ ７，３１３

（２７．４） （３．６） （２６．２） （４２．８） （５３．６） （４６．４）

１９６０～７６年 ０．５１ ２．０６ ６．２０ ６．９４ １．５０ ６．２２

１９７６～８６年 －０．７０ ３．６０ ４．９９ ２．５６ １．０３ ２．６７

（出所） エジプト中央統計動員局�統計年鑑１９９２―１９９７年�１９９８年６月，２９～３０ページ，�統計年鑑１９９３―２０００
年�２００１年６月，２６～２７ページより作成。

（注）１９６０年，７６年および８６年の調査対象は６歳以上の労働力人口である（単位：千人）。

１９９６年の調査対象は１５歳以上の労働力人口である（単位：千人）。

かっこ内は全労働力人口に占める構成比率を示す（単位：％）。

下段は労働力人口の平均成長年率を示す（単位：％）。
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には２７．４％にまで低下した。農村の農業労働力

の流出が著しいことはいうまでもない。

第２は，農村の農業労働力人口が減少する一

方で，１９７０年以降雇用を特に拡大させたのが農

村の非農業部門であったことをあげねばならな

い。１９６０年には５３万６０００人でしかなかった農村

の非農業労働力人口は，９６年には４１３万２０００人

と８倍近くに増加し，その構成比も８．６％から

２６．２％と３倍以上にも上昇した。特に，１９７６年

から８６年におけるその労働人口増加率は，４．９９

％と都市の非農業部門をはるかに上回った。つ

まり，１９７６年以降になると農村内で非農業部門

の雇用吸収力が著しく増加しているのである。

これに対して，都市の非農業部門労働力人口

の比率も上昇し続けているが，農村の非農業部

門ほど著しい成長は見られない。１９６０年から７６

年において，その増加率は６．９４％と農村よりも

高かったが，７６年以降になるとその増加率は年

率２．５６％に低下し，農村の非農業部門の増加率

を大きく下回った（注１７）。つまり，農村の農業部

門から流出した労働力が都市の非農業部門に急

速に雇用吸収されたのは，１９７６年以前のことで

あったといえる。

以上の３点から，都市人口増加率が大きく低

下する局面に入ったのは，農村の非農業部門の

雇用が拡大し，都市への移動が減速したからで

あると説明できよう。その雇用拡大の要因は，

出稼ぎ労働者が稼いだ外貨送金の効果が大きい。

Richards（１９９１，７８―７９）によれば，１９７６年から

８６年に外貨送金が建設業，製造業，金融業およ

び運輸業に投資され，農村に約３５万人の雇用が

創出された。特に住宅建設需要を反映して，電

気・ガス・水道業，社会サービス業などにも需

要が派生し，公共部門の雇用も拡大した。また

長沢（１９９２，１０７―１０９）は，出稼ぎで稼いだ外貨

は主に住宅建設，耐久消費財購入等の消費に向

けられたが，タクシー業，小商店の開発資金，

家畜購入，農地購入等への生産的投資も行われ

たとしている。

つまり，外貨送金による収入増によって住宅

建設ブームが発生したこと，並びに送金がサー

ビス業や小規模産業等の起業に投資されたこと，

主にこの２つの要因によって農村の非農業部門

の雇用が拡大したといえよう。


３ 非農業・農業部門間の実質賃金格差

農村の農業労働者が産油国や都市と農村の非

農業部門に流入するに従い，非農業・農業部門

間の実質賃金格差が縮小することは容易に類推

できる。しかし表３に示すように，工業の実質

賃金率およびそれと農業の実質賃金率の格差に

は大きな低下が見られない。ここではこの点に

ついて分析する。

まず，農業の実質賃金率は１９６５年から８５年に

かけて２倍近く上昇した。いうまでもなく，こ

れは産油国や都市・農村の非農業部門へ労働者

が流出した結果である。１９８５年以降は産油国か

ら出稼ぎ労働者が大量に帰還したために，実質

賃金率は低下したが，観察期間中は総じて上昇

傾向にあるといえよう。

一方，工業の実質賃金率は１９６５年から７５年に

かけて増加し，その後９５年にかけて低下したが，

実質値で４００．０を下回ることはなかった。この

ように工業の実質賃金率は下方硬直的であるた

めに，農業との賃金格差は観察期間中に４．１

から３．１に低下したのみであった。これに対し

て，建設・サービス業の実質賃金率は４０９．９か

ら２７４．７に低下し，１９６５年には４倍もあった農

業との格差は９５年には２倍にまで縮小した（注１８）。
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つまり，農業部門から流出した労働力を吸収

しているのは主として建設・サービス業である

といえよう。また，１９８５年から９５年にかけて建

設・サービス業の実質賃金率が著しく低下した

が，これは帰国した労働者の多くが同産業に雇

用吸収されたからである。

このように，工業の実質賃金率が下方硬直的

であるのは，エジプト政府による最低賃金率の

規定や賃金補償政策などの制度的影響によるも

のと考えられる（注１９）。都市の工業部門には下方

硬直的な賃金が存在し，低賃金の農業部門から

労働移動が誘発される一方で，都市で失業や低

位雇用が顕在化する。これはハリス＝トダロー・

モデルで想定する世界に他ならない。ただし，

従来の枠組と異なるのは，外国（産油国）への

移動が盛んに行われている点である。

Ⅱ 労働移動モデルの理論的枠組と

実証分析

本節では，産油国でのエジプト人労働需要の

増加を起点とする一連の労働移動と失業発生の

メカニズムを説明するために，外国への移動を

明示的に取り込んだモデルを構築し，実証分析

を行う。この分析は，Todaro and Maruszko

（１９９５）の枠組の中で，エジプト人労働者の移

動の決定要因を明らかにし，都市に高水準の失

業が生じるのに農村からの労働移動が起こるメ

カニズムを説明しようとするものである（注２０）。

１．労働移動モデル


１ 農村（都市）労働者の労働供給行動と移

動の意思決定

農村（都市）労働者には，農村（都市）に留

まり農業部門（非農業部門）で働き続けるか，

あるいは都市と外国を含めた農村外（外国）に

移動し非農業部門で働くという２つの選択があ

表３ 農業部門および非農業部門における実質賃金率および賃金格差の推移

農業実質 工業実質 建設・サービス業 非農業・農業部門間賃金格差

賃金率（Wa） 賃金率（Wi） 実質賃金率（Wc） Wi /Wa Wc /Wa

１９６５年 １０３．１ ４２２．１ ４０９．９ ４．１ ４．０

１９７５年 １３１．１ ４３３．７ ３５５．０ ３．３ ２．７

１９８５年 １９７．９ ４２７．２ ４２７．３ ２．２ ２．２

１９９５年 １３４．４ ４１２．２ ２７４．７ ３．１ ２．０

（出所） エジプト中央統計動員局�統計年鑑１９５２―１９７４年�１９７５年１０月，２０７ページ，�統計年鑑１９５２―１９７９
年�１９８０年６月，２２７ページ，�統計年鑑１９５２―１９９０年�１９９１年６月，２３５ページ，�統計年鑑１９５２―１９９２
年�１９９３年６月，２９６ページより作成。

（注） 賃金率は年給の名目値（単位：エジプト・ポンド）を実質化した値である。

農業の名目賃金率は農村の CPI（１９７７年＝１）で実質化した。

工業，建設・サービス業の名目賃金率は都市の CPI（１９７７年＝１）で実質化した。

工業は，製造業，採石業，電気・ガス・水道業，運輸・通信業および貿易・金融・保険業を含む。

建設・サービス業には，建設業，対個人・社会サービス業およびレストラン・ホテル業を含む。
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るとする（注２１）。農村（都市）労働者は，働く年

数，主観的割引率および移動に要する費用を所

与とし，現在価値化した期待効用水準を比較す

ることで行動を選択する。つまり，この労働者

は現在価値化した効用が高い方に移動すること

で期待効用を最大化する，ということが本モデ

ルの基本的想定である。

当該労働者は，農村で農業に従事した時の消

費水準 Ca，都市で非農業に従事した時の消費

水準 Cm，さらに外国に出稼ぎに行った時の消

費水準 Cfから，効用をそれぞれ U（Ca），U（Cm），

U（Cf）という形で得るものとする。これらの効

用関数は，２回連続微分可能であり，限界効用

が正かつ逓減する凹関数であるとする。また，

U（０）＝０とする。ただし，農村（都市）労働者

が農村外（外国）で働くことによって不効用は

生じないものとする。農村（都市）労働者にと

って農村外（外国）での雇用機会を得られるか

どうかは不確実である。従って，農村労働者が

都市（外国）に移動する時の効用は，πa
m（πa

f）を

雇用確率とする期待効用πa
m U（Cm）（πa

f U（Cf））と

なる。一方，都市労働者が外国へ移動する時の

期待効用は，πm
f を雇用確率とし，πm

f U（Cf）と表

わせる。ただし，外国の労働市場では農村と都

市の労働者は無差別であるとする（πa
f＝πm

f）。

以下では，移動する前の各セクターを i，移

動した後の各セクターを j で表わす。簡単化の

ために，農村の農業労働者は都市もしくは外国

の非農業部門に（i＝a，j＝ m，f），都市の非農

業部門の労働者は外国の同じく非農業部門に移

動するものとする（i＝m，j＝f）。また，移動に

よる嗜好の変化は捨象し，主観的割引率をδで

表わし，期待効用 V i
j は時間に関して加法的分

離可能（time additive separable）であるとする（注２２）。

生涯働く期間を N 年間とし，そのうちτi
j年

間（τi
j＞０）を農業（都市の非農業）に従事すれ

ば，農業外（外国）で働くのは（N－τi
j）年間と

なる。この労働者は，τi
j，農村（都市）および

農村外（外国）での消費水準を選択し，次式で

示す期待効用 V i
j を最大化する。

V i
j ＝πi

i

τi
j

�
	
０

U（Ci）e－δt dt＋πi
j

N

�
	
τi

j

U（Cj）e－δt dt． （１）

この行動に伴う予算制約は，

πi
i

τi
j

�
	
０

Ci e－δt dt＋πi
j

N

�
	
τi

j

Cj e－δt dt＋μi
j

＝πi
i Wi

τi
j

�
	
０

e－δt dt＋πi
j Wj

N

�
	
τi

j

e－δt dt. （２）

Wiは移動する前の職業の実質賃金率，Wjは移

動先の職業の実質賃金率，μi
jは移動の費用と

する。πi
i（０≦πi

i≦１）は移動する前の職業での

雇用確率，πi
j（０≦πi

j≦１）は移動先での雇用確

率を示す。ただし，農村労働市場は均衡してい

ることを仮定するので，πa
a＝１とする。

この最適化問題におけるラグランジュ関数を

Гi
j，予算制約式のラグランジュ乗数をλi

jとす

ると，一階の条件より，

∂Гi
i

∂Ci
＝－πi

j
［U’（Ci）－λi

j］（e－δτ
i
j－１）

δ
＝０，（３a）

∂Гi
j

∂Ci
＝－πi

j
［U’（Cj）－λi

j］（e－δN－e－δτ
i
j）

δ
＝０，（３b）

∂Гi
j

∂τi
j
＝e－δτi

j｛πi
i U（Ci）－πi

j U（Cj）

＋λi
j［πi

i（Wi－Ci）－πi
j（Wj－Cj）］｝＝０，（３c）

∂Гi
j

∂λi
j

＝

－π
i
i（Wi－Ci）（e－δτ

i
j－１）＋πi

j（Wj－Cj）（e－δN－e－δτ
i
j）＋δμi

j

δ
＝０． （３d）

（３a）式および（３b）式より，U’（C＊
i ）＝U’（C ＊

j ）＝

λi
jが得られるが，これは最適な消費 C＊

i とC＊
j が

消費の限界効用に等しくなる水準にそれぞれ決
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定されることを示している。（３d）式を e－δτi
jに

ついて解くと，

e－δτi
j＝
πi

i（Wi－Ci）－πi
j（Wj－Cj）e－δN－δμi

j

πi
i（Wi－Ci）－πi

j（Wj－Cj）
，（４）

となる。（３a）式，（３b）式および（３c）式の一階の

条件を利用すると，Ci，CjはそれぞれWi，Wj，

πi
iおよびπi

jの関数として表わすことができる

（注２３）。つまり，（４）式のτi
jは最終的にWi，Wj，

πi
i，πi

jおよびμi
jを変数とする式に導くことが

できよう（注２４）。この労働者が農村（都市）で農

業（非農業）に従事する期間（τi
j）をθi（・）の関

数で表わすと，

τi
j=θi（Wi；Wj，πi

i，πi
j，μi

j）． （５）

これに対して，この農村（都市）労働者が農

村外（外国）で働く期間（N－τi
j）をθj（・）の関

数で表わすと，

N－τi
j＝θj（Wj；Wi，πi

i，πi
j，μi

j）． （６）

各変数の符号は，∂θi／∂Wi＞０，∂θi／∂Wj＜０，

∂θi／∂πi
i＞０，∂θi／∂πi

j＜０，∂θi／∂μi
j＞０，∂θj／

∂Wj＞０，∂θj／∂Wi＜０，∂θj／∂πi
i＜０，∂θj／∂πi

j＞

０，∂θj／∂μi
j＜０である（注２５）。

ところで，V i
j を最大化するτi

jの値は上記の

一階の条件から与えられるが，移動の意思決定

の分岐点は明らかではない。ただし，この農村

（都市）労働者は農村外（外国）の非農業部門で

働く時の期待生涯所得が農業（都市の非農業部

門）で働く時のそれよりも大きい限り，移動を

選択する。移動は両者が均衡するまで行われる

ので，

πi
j Wj（e－δN－e－δτ

i
j）－δμi

j

πi
i Wi（e－δτ

i
j－１）

＝γi
j， （７）

とし，γi
j＝１を満たすτi

jの値τi＊
j が移動の意思

決定の分岐点を与える。すなわち０＜τi
j<τi＊

jの

時，農村外（外国）で働く時の期待効用が農村

（都市）で働く時のそれよりも大きいので（γi
j＞

１），移動のインセンティブが与えられている（注２６）。

一方，０＜τi＊
j≦τi

jの時，農村外（外国）に移動

してもそこで得られる期待生涯所得は農村（都

市）のそれに等しい，もしくはそれよりも小さ

いので（γi
j≦１），移動のインセンティブは働か

ない。つまり，移動の意思決定の分岐点は農村

外（外国）の期待生涯所得が農村（都市）のそれ

と均衡する点に他ならない（γi
j＝１）。

農村には l の同質の労働者が存在するものと

し，個々の農村労働者の行動を maで表わすと，

γa
j＞１の時，ma＝１（移動する），γa

j≦１の時，ma＝

０（移動しない）となる。この個々の農村労働者

の行動を集計すると，農村からの総移動者数

Maが得られる。ただし，Maは都市の非農業部

門に移動する労働者数M m
a と，外国に直接移動

する労働者数M f
a から構成されるものとする（Ma

＝M m
a ＋M f

a）。M m
a とM f

a をそれぞれMa（・）の関数

で表わすと，

M m
a =Ma（Wm；Wa，πa

m，μa
m）， （８）

M f
a=Ma（Wf；Wa，πa

f，μa
f）． （９）

各変数の符号は，∂M m
a ／∂Wm＞０，∂M m

a ／∂Wa＜０，

∂M m
a ／∂πa

m＞０，∂M m
a ／∂μa

m＜０，∂M f
a／∂Wf＞０，

∂M f
a／∂Wa＜０，∂M f

a／∂πa
f＞０，∂M f

a／∂μa
f＜０

である。（８）式を線形近似すると，

lnM m
a＝a０＋a１lnWm＋a２lnWa＋a３lnπa

m＋a４lnμa
m．

（１０）

lnは対数値を示し，a０は定数項，a１，......，a４は

パラメーターである。パラメーターの符号は，

a１＞０，a２＜０，a３＞０，a４＜０である。

一方，農村外に移動せずに農村に留まること

を選択した労働者の総数を Ls
aとする（Ls

a＝l－

Ma）。Ls
aは都市に移動せずに農村に留まること

を選択した労働者数 Ls,m
a と，外国に移動せずに

エジプトにおける海外出稼ぎと国内労働移動のメカニズム
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同じく農村に留まった労働者数 Ls, f
aから構成さ

れるものとすると（Ls
a＝Ls, m

a ＋Ls, f
a），農村の総労

働供給は次式のように Ls
a（・）の関数で表わすこ

とができよう。

Ls
a＝Ls

a（Wa；Wm，Wf，πa
m，πa

f，μa
m，μa

f）．（１１）

各変数の符号は，∂Ls
a／∂Wa＞０，∂Ls

a／∂Wm＜０，

∂Ls
a／∂Wf＜０，∂Ls

a／∂πa
m＜０，∂Ls

a／∂πa
f＜０，∂Ls

a／∂μa
m

＞０，∂Ls
a／∂μa

f＞０である。

ここで外国での雇用確率（πi
f）について，次

の２つの仮定をおく。出稼ぎ先である産油国で

の石油収入 Orが増加すると雇用機会が新たに

創出されるので，外国での雇用確率は上昇する

ものとする。同時に，外貨送金 R が増加する

ということは，すでに多くの労働者が出稼ぎに

参加することを示しており，外国での雇用確率

は低下しているものとする。つまり，産油国で

の雇用確率をπi
f＝πi

f（Or；R）と内生化し，∂πi
f／

∂Or＞０，∂πi
f／∂R＜０と仮定することで，これ

ら２つの要因の影響を反映させる。この点を考

慮した上で（１１）式を線形近似すると，

lnLs
a＝b０＋b１lnWa＋b２lnWm＋b３lnWf＋b４lnπa

m

＋b５lnOr＋b６lnR＋b７lnμa
m＋b８lnμa

f， （１２）

ただし，b０は定数項，b１，......，b８はパラメータ

ーである。パラメーターの符号は，b１＞０，b２

＜０，b３＜０，b４＜０，b５＜０，b６＞０，b７＞０，b８＞

０である。

他方，都市には n の同質の労働者が存在す

るものとし，彼らの移動の意思決定を mmで表

わす。すなわち，γm
f＞１の時，mm＝１（移動する），

γm
f≦１の時，mm＝０（移動しない）となる。この

個々の都市労働者の行動を集計すると移動者数

Mmを得る。都市労働市場における総労働供給

を Ls
m（Ls

m=n－Mm）とし，その関数を Ls
m（・）で表

わすと，

Ls
m＝Ls

m（Wm；Wf，πm
m，πm

f，μm
f）． （１３）

各変数の符号は，∂Ls
m／∂Wm＞０，∂Ls

m／∂Wf＜０，

∂Ls
m／∂πm

m＞０，∂Ls
m／∂πm

f＜０，∂Ls
m／∂μm

f＞０であ

る。（１３）式を（１２）式と同様にして線形式に近似

すると，

lnLs
m＝c０＋c１lnWm＋c２lnWf＋c３lnπm

m＋c４lnOr

＋c５lnR＋c６lnμm
f． （１４）

c０は定数項，c１，......，c６はパラメーターである。

パラメーターの符号は，c１＞０，c２＜０，c３＞０，

c４＜０，c５＞０，c６＞０である。


２ 農村および都市における労働需要

農村に l の同質な農家が，都市に x の同質な

企業が存在し，それぞれ完全競争的産業を構成

するものとする。個々の農家および企業は次の

ような生産関数 f（・），g（・）をそれぞれ持ち，

生産関数は一次同次性を満たすことを仮定する。

Y h
a＝f（K h

a，Lh
a，Ah），h＝１，......，l， （１５）

Y k
m＝g（K k

m，Lk
m），k＝１，......，x． （１６）

Y h
a，K h

a，Lh
a，Ahはそれぞれ，個々の農家にお

ける産出，資本ストック，労働投入，作付農地

面積を，Y k
m，K k

m，Lk
mはそれぞれ，個々の企業

における産出，資本ストック，労働投入を示

す（注２７）。農家および企業は生産物の市場価格と

生産技術を所与とし，利潤を最大化する。その

際の労働需要関数は次式のように導出できる。

Lh
a=La（Wa；K h

a，Ah），h＝１，......，l， （１７）

Lk
m=Lm（Wm；K k

m），k＝１，......，x， （１８）

ただし，Waは農業部門実質賃金率，Wmは非農

業部門実質賃金率を示す。

労働力については農家間，企業間で均質であ

るので，個々の農家（l），企業（x）の労働需

要をそれぞれ集計することによって総労働需要

Ld
a，Ld

mを得る。一方，資本と農地については，

農家間，企業間で均質ではないが，上記の諸仮
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定によって農家間，企業間で集計可能となる（注２８）。

従って，総労働需要関数をそれぞれ Ld
a（・），Ld

m

（・）とすると，Ld
a＝Ld

a（Wa；Ka，A），Ld
m=Ld

m（Wm；

Km）が得られる。ただし，Kaは農業部門の資本

ストック総額，A は総作付農地面積，Kmは非

農業部門の資本ストック総額である。符号は，

∂Ld
a／∂Wa＜０，∂Ld

a／∂Ka＞０，∂Ld
a／∂A＞０，∂Ld

m／∂

Wm＜０，∂Ld
m／∂Km＞０を仮定する。

（１５）式および（１６）式をコブ・ダグラス型生産

関数で特定し，次式の線形近似した労働需要関

数を得る。

lnLd
a＝q０＋q１lnWa＋q２lnKa＋q３lnA， （１９）

lnLd
m＝r０＋r１lnWm＋r２lnKm． （２０）

q０，r０は定数項，q１，......，q３，r１，r２はパラメー

ターである。パラメーターの符号は，q１＜０，q２

＞０，q３＞０，r１＜０，r２＞０となる。


３ 労働移動関数の誘導型

労働移動関数は（１０）式で定式化された通りで

ある。その式の説明変数に雇用確率（πa
m）が含

まれているが，それは非農業部門の労働需要関

数および供給関数によって内生化できる。つま

り，Luを失業者数とすれば，雇用確率はπa
m＝

Ld
m／（Ld

m＋Lu）と定義でき，分母は Ls
mに等しい。

（２０）式および（１４）式で線形近似した Ld
mと Ls

mを

用いて雇用確率を内生化し，（１０）式に代入する

と，次式の労働移動関数の誘導型を得る。

lnM m
a＝s０＋s１lnWa＋s２lnWm＋s３lnπm

m＋s４lnKm＋s５

lnWf＋s６lnOr＋s７lnR＋s８lnμa
m＋s９lnμm

f， （２１）

ただし，s０は定数項，s１，......，s９はパラメータ

ーを示し，s０＝a０＋a３（r０－c０），s１＝a２，s２＝a１＋a３

（r１－c１），s３＝－a３c３，s４＝a３r２，s５＝－a３c２，s６＝

－a３c４，s７＝－a３c５，s８＝a４，s９＝－a３c６である。

パラメーターの符号は，s１＜０，s３＜０，s４＞０，s５

＞０，s６＞０，s７＜０，s８＜０，s９＜０となる。

次項の実証分析では，農業部門の労働需要関

数（（１９）式）と労働供給関数（（１２）式），非農業

部門の労働需要関数（（２０）式）と労働供給関数

（（１４）式），および労働移動関数（（２１）式）を推

計する。

２．モデルの推計結果


１ データ

上記の各関数の推計に必要な被説明変数は，

農業部門から非農業部門への移動労働者数（M m
a ），

農業部門の労働需要（Ld
a）と労働供給（Ls

a），非

農業部門の労働需要（Ld
m）と労働供給（Ls

m）であ

る。まず，移動労働者数のデータは直接に得ら

れないので，純移動労働者数の農業就業者数に

対する比率を推計し，被説明変数とした（注２９）。

次に，農業部門の労働市場は Harris and Todaro

（１９７０）で想定するように均衡しているとし，そ

の需要と供給関数の推計には就業者数のデータ

を用いた。一方，非農業部門の労働市場は同じ

く Harris and Todaro（１９７０）の想定に従って

失業が生じたまま均衡しているものとし，労働

需要関数の推計では就業者数のデータを，労働

供給の推計では就業者数に失業者数（Lu）を加

えて被説明変数とした。

就業者数の出所は，エジプト中央統計動員局

発行の�統計年鑑１９５２―１９７４年�１９７５年１０月，

２０２，２０６～２０７ページ，�統計年鑑１９５２―１９７９年�

１９８０年６月，２２２，２２６～２２７ページ，�統計年鑑

１９５２―１９９０年�１９９１年６月，２３０，２３４～２３５ペー

ジ，�統計年鑑１９５２―１９９２年�１９９３年６月，２８８，

２９４，２９６ページである。失業者数は，ILO（１９８１，

３１５；１９８６，５２１；１９９４，４８９；１９９６，３８７）および

El-Issawy（１９８０，５９）から収集した（注３０）。

説明変数としては，第１に，農業部門と非農

業部門の賃金率が必要であり（Wa，Wm），上記

エジプトにおける海外出稼ぎと国内労働移動のメカニズム
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の就業者数と同じ出所から名目賃金率をそれぞ

れ得た。名目賃金率は農産物および非農業製品

の卸売物価指数で実質化した。それらの出所

は，エジプト銀行発行の Economic Bulletin 1975,

４６９ページ，Economic Bulletin 1982, No.4, Table

6/2a, Economic Bulletin 1993, No.1, 2,９５ページ

および Economic Bulletin 1998, No.3,９９ページ

である。

第２に，農業労働者が非農業部門で雇用され

る確率（πa
m）は，非農業部門の就業者数に失業

者数を加えた変数に対する就業者数の比率で定

義している。

第３に，産油国の所得データとして，エジプ

ト人の代表的な出稼ぎ先であるサウジアラビア

の１人当たり国民所得をWsとし，エジプトの

１人当たり国民所得Weとの格差を変数とした

（Ws／We）。１人当たり国民所得は，IMF（１９９９，

４０４―４０７，５７２―５７５，７９６―７９９）のデータを用いて

推計した。一方，産油国での雇用確率（πa
f，πm

f）

は数量化できないため，第Ⅱ節第１項
１で定義

したように，産油国の石油収入（Or）とエジプ

トの外貨送金額（R）の関数であるとし，サウ

ジアラビアの石油収入とエジプトの外貨送金額

を用いて内生化し，労働供給関数と労働移動関

数の説明変数とした。外貨送金は GDPに対す

る比率を変数としている。石油収入の出所は，

UN ESCWA（１９９９，４５―４６），World Bank（１９８９，

３５８―３５９，４８６―４８７）であり，外貨送金額の出所

はWorld Bank（１９９５，２５８―２５９）である。

その他の説明変数として，非農業部門の労働

者の雇用確率（πm
m），国内および国外の移動の

費用（Cm，Cf），資本ストック（Ka，Km）および

作付農地面積（A）が必要であった。非農業部

門労働者の雇用確率と国内外の移動の費用に関

するデータは得られなかったので，推計作業で

は除外せざるを得なかった。資本投資額および

作付農地面積の出所は上記の就業者数の出所と

同じエジプト中央統計動員局発行の統計年鑑

である。資本投資額は名目値表示であったの

で，GDPデフレーター（１９７７年＝１．０）で実質

化した。出所は，IMF（１９８９，３３６―３３７）およ

びWorld Bank（１９７６，９０―９１；１９９５，２５６―２５７）

である。資本ストックの初期値（１９６０年）は

Hansen（１９９１b，４３）から得られ，減価償却率

を１０％と仮定して各年の資本ストックを推計し

た（注３１）。


２ 推計結果

農業部門の労働需要関数および労働供給関数

の推計結果を表４に，非農業部門の労働需要関

数および労働供給関数の推計結果を表５に，労

働移動関数の推計結果を表６に示している。推

計期間はいずれも１９７０年から９５年であり，最小

二乗法（OLS）を適用した。被説明変数は対数

変換して推計した。ただし，労働移動関数の推

計では１９７０年と７２年の移動者数が負になり，対

数変換できないために除外したので，自由度は

２４になっている（注３２）。また，その推計の説明変

数にはラグを一期とっている。説明変数は，非

農業部門の労働需要関数（推計式［６］）と労働移

動関数（推計式［９］－［１０］）の資本ストック成長

率を除き対数変換しているので，各説明変数の

係数は被説明変数に関する弾性値を示してい

る（注３３）。

農業部門の労働需要および供給関数の推計で

は，需給の均衡が維持されているものと仮定し

た。このことから，表４の推計式［１］および［３］

はそれぞれ１本ずつ推計したのに対して，推計

式［２］および［４］は農業部門の実質賃金率を内生
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変数とする同時方程式体系により二段階最小二

乗法を用いて推計した。

一方，（２１）式で示す労働移動関数の誘導型の

推計では，雇用確率を非農業部門の労働需要関

数（（２０）式）と労働供給関数（（１４）式）で内生

化したため，これら３本はその係数間に代数的

関係がある。従って，表５および表６では係数

に制約を課さず１本ずつ推計した結果（推計式

［５］，［７］および［９］）と併せて，係数に制約を課

して，非農業部門の労働需要関数，労働供給関

表４ 農業部門の労働需要関数および労働供給関数の推計結果

係数推計値

農業部門労働需要関数 農業部門労働供給関数

推計式［１］ 推計式［２］ 推計式［３］ 推計式［４］

定数項 ５．１１９＊＊＊ ５．０４２＊＊＊ ８．１７７＊＊＊ ８．８０７＊＊＊

（１２．６４８） （１３．０６６） （５２．６６８） （２７．０８９）

農業部門実質賃金率［lnWa］ ０．０５８＊＊＊ ０．０７８＊＊＊ －０．０４５＊ －０．２１６＊＊＊

（３．１００） （３．４７２） （－１．３７９） （－２．６６９）

非農業部門実質賃金率［lnWm］ ０．０６１＊＊＊ ０．０９８＊＊＊

（３．２６２） （３．３５４）

雇用確率［lnπa
m］ －０．３４２＊＊ －０．４１７＊＊

（－２．１９４） （－１．９８３）

資本ストック［lnKa］ ０．０９９＊＊＊ ０．０９１＊＊＊

（５．１６０） （４．８２２）

作付農地面積［lnA］ ０．２５９＊＊＊ ０．２６３＊＊＊

（５．０３２） （５．４０１）

産油国所得格差［lnWs/We］ －０．００８ －０．０２１

（－０．４６４） （－０．８９６）

産油国石油収入［lnOr］ －０．００３ －０．０１４

（－０．１８３） （－０．６１７）

外貨送金額［lnR］ ０．０２０＊ ０．０４０＊＊

（１．４９７） （２．０７５）

標本数 ２６ ２６ ２６ ２６

標準誤差 ０．０１７ ０．０１６ ０．０２２ ０．０３０

決定係数 ０．８７６ ０．８７０ ０．８２０ ０．６４９

自由度修正済み決定係数 ０．８６０ ０．８５２ ０．７６３ ０．５３８

（出所） 筆者作成。

（注） かっこ内は t統計量を示す。
＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ１％，５％，１０％水準で統計的に有意であることを示す。

推計式［２］および［４］は，農業部門実質賃金率（Wa）を内生変数とする同時方程式体系で推計した結果を示す。

エジプトにおける海外出稼ぎと国内労働移動のメカニズム
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数および労働移動関数の誘導型の３本を同時推

計した結果（推計式［６］，［８］および［１０］）を示し

ている。

以下では，推計式［２］，［４］，［６］，［８］および

［１０］の結果について分析することにする。


� 農業部門の労働需要関数および労働供給

関数の推計結果

農業部門の労働需要関数の推計では，資本ス

トックと作付農地面積の係数の符号が理論モデ

ルの仮定と一致しており，統計的に有意な結果

を得ている（表４）。資本ストックの蓄積と作

付農地面積の拡大に伴い労働需要は増加する。

しかし，実質賃金率の係数の符号は予測と異な

り，正で有意である。前節の表３では，農業部

門の実質賃金率が特に１９７０年代から８０年代半ば

にかけて高騰していることを観察したが，これ

は資本ストックと作付農地面積の増加によって

労働需要が次第に増加し，実質賃金率の上昇を

表５ 非農業部門の労働需要関数および労働供給関数の推計結果

係数推計値

非農業部門労働需要関数 非農業部門労働供給関数

推計式［５］ 推計式［６］ 推計式［７］ 推計式［８］

定数項 ４．６２０＊＊＊ ６．８２１＊＊＊ ７．４４０＊＊＊ ６．４１７＊＊＊

（２０．５８０） （９．１９１） （１７．２５５） （７．５７２）

非農業部門実質賃金率［lnWm］ ０．００９ ０．３２７＊＊＊ ０．１９９＊＊＊ ０．４２２＊＊＊

（０．２４３） （２．６５１） （２．８２６） （２．９９８）

資本ストック［lnKm］ ０．４５２＊＊＊

（１９．４７１）

資本ストック成長率［G（Km）］ ０．１０５＊＊＊

（１．９９４）

産油国所得格差［lnWs/We］ －０．３３２＊＊＊ －０．０００

（－５．９５９） （－１．０９０）

産油国石油収入［lnOr］ ０．２１１＊＊＊ －０．０１８＊

（２．９５１） （－１．４８７）

外貨送金額［lnR］ ０．１６７＊＊＊ ０．０２７＊＊＊

（３．２２０） （２．６４０）

標本数 ２６ ２４ ２６ ２４

標準誤差 ０．０５６ ０．２０６ ０．１０１ ０．２３５

決定係数 ０．９５６ ０．２１２ ０．９１４ ０．３３０

自由度修正済み決定係数 ０．９５２ ０．１３７ ０．８９８ ０．１８９

（出所） 筆者作成。

（注） かっこ内は t統計量を示す。
＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ１％，５％，１０％水準で統計的に有意であることを示す。

推計式［６］および推計式［８］は，係数に制約を課して労働移動関数とともに同時推計した結果を示す。
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もたらしているものと解釈できよう。

一方，労働供給関数の推計では，農業部門と

非農業部門の実質賃金率の係数以外は，理論モ

デルと整合的な符号の結果が得られている（表

４）。まず，雇用確率の係数が－０．４１７と負であ

り，統計的にも有意である。これは，非農業部

門の雇用確率が１％上昇すると，農業部門への

労働供給が０．４１７％低下することを示している。

つまり，雇用確率の上昇が農業就業者の脱農を

引き起こしている。

第２に，外貨送金額の係数が正で有意である。

多額の外貨送金が国内に流入していることは，

すでに多くの労働者が出稼ぎに参加しているこ

とを示している。この場合，産油国の雇用確率

は相対的に低下しているので出稼ぎ参加のイン

センティブは低下し，国内の農業部門の労働供

給圧が結果として高まると説明できる（注３４）。

第３に，産油国との所得格差および産油国の

石油収入の係数は予想通り負であるが，統計的

に有意ではない。産油国の期待所得が上昇すれ

ば出稼ぎと非農業部門への流出によって農業部

門の労働供給は減少する傾向にあるが，農業労

働者の脱農をより説明できる要因はやはり非農

業部門の雇用確率である。

これに対して農業部門の実質賃金率の係数は

負，非農業部門のそれは正と，予測とは反対の

結果が得られている。農業実質賃金率の上昇と

非農業実質賃金率の低下によって，農業部門の

労働供給は増加すると考えられるが，これらの

符号の場合に労働供給は低下する。事実，１９６５

年から９５年にかけて非農業・農業部門間の賃金

格差は縮小したが，賃金格差が縮小しつつ農業

部門からの労働流出が進んだと解釈できよう

（表３）。

以上の推計結果を整理すると，資本ストック

の蓄積と作付農地面積の拡大による労働需要の

増加と，脱農による農業労働供給の相対的低下

によって農村労働市場は次第に逼迫し，農業実

質賃金率の上昇をもたらしている。しかも，農

業労働者は，産油国との所得格差や石油収入よ

りも非農業部門の雇用機会の増加により敏感に

反応し，その，農業への供給を低下させている

といえよう。

表６ 労働移動関数の推計結果

係数推計結果

推計式［９］ 推計式［１０］

定数項 －６．０８５＊＊ －７．７０８＊＊＊
（－２．１５５） （－３．３８９）

農業部門実質賃金率
［lnWa（－１）］

２．３０７＊＊＊ ２．３５８＊＊＊

（４．２３１） （５．０１９）

非農業部門実質賃金率
［lnWm（－１）］

－１．６７２＊＊＊ －１．４４３＊＊＊

（－４．３９３） （－４．５９９）

資本ストック成長率
［G（Km）（－１）］

２．３９８＊＊ １．７５５＊＊

（１．８７９） （１．９５７）

産油国所得格差
［lnWs/We（－１）］

－０．１３４ ０．１８０

（－０．５７６） （１．１０６）

産油国石油収入
［lnOr（－１）］

０．５４１＊＊ ０．３０７＊

（１．９９３） （１．５６１）

外貨送金額
［lnR（－１）］

－０．５３５＊＊ －０．４５４＊＊＊

（－２．４６４） （－２．７９０）

標本数 ２４ ２４

標準誤差 ０．３７２ ０．３３１

決定係数 ０．６３８ ０．５９５

自由度修正済み決定係数 ０．５１０ ０．４５２

（出所） 筆者作成。

（注） かっこ内は t統計量を示す。
＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ１％，５％，１０％水準で

統計的に有意であることを示す。

推計式［１０］は，係数に制約を課して非農業部

門の労働需要関数および労働供給関数とともに

同時推計した結果を示す。

エジプトにおける海外出稼ぎと国内労働移動のメカニズム
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� 非農業部門の労働需要関数および労働供

給関数の推計結果

非農業部門の労働需要関数の推計では，資本

ストックの係数が正で有意と予想通りの結果を

得ている（表５）。これは，資本ストックの増

大によって労働需要が上昇することを示してい

る。しかも，１９７０年から９５年において外貨送金

額と資本ストックの相関係数を推計すると，

０．９０２と高い値が得られる。つまり，出稼ぎに

よって得られた外貨が生産に投資されることに

よって資本ストックの蓄積が進み，労働需要の

増加をもたらしていると説明できる。

ただし，非農業部門の実質賃金率の係数は予

想と異なり正である。また，１９６５年から９５年に

かけて非農業部門の実質賃金率は低下した（表

３）。つまり，外貨送金投資も含めた資本蓄積

によって労働需要は増加したが，労働供給圧が

需要を上回り，実質賃金率の低下がもたらされ

たと推論できよう。

労働供給関数の推計では，いずれの変数の符

号も理論モデルの仮定と一致している（表５）。

まず，非農業部門の実質賃金率の係数が正で有

意である。これは，非農業部門の労働供給が実

質賃金率の上昇によって増加することを示して

いる。

次に，産油国の石油収入の係数は負で有意と

の結果を得ている。産油国で膨大な石油収入が

あがるとそこでの雇用機会が創出されるので，

非農業部門から出稼ぎが殺到する。その結果，

今度は国内の非農業部門の労働供給は相対的に

低下すると説明できる。

一方，外貨送金額の係数は正で有意である。

出稼ぎを計画する労働者が抱く産油国での雇用

確率は，外貨送金額の増加に伴って低下する。

この場合も農業部門と同じく，出稼ぎ参加に対

するインセンティブは相対的に低下するので，

国内の非農業部門の労働供給が増加する結果と

なる。なお，出稼ぎ先との所得格差が非農業部

門の労働供給に及ぼす影響は小さい。

以上の推計結果を農業部門との関係で整理す

ると次のとおりである。まず，産油国で雇用機

会が創出されれば出稼ぎ参加者が増加し，国内

の非農業部門の労働供給は減少する。また，出

稼ぎによる外貨送金が増加すれば非農業部門の

労働供給は増加するが，同時に資本ストックの

蓄積が進み，労働需要も増加する。その結果，

非農業部門の雇用確率は高まるので，今度は農

業労働者の流入が誘発される。つまり，産油国

における雇用増は直接的には非農業部門の労働

者の出稼ぎを，間接的には農業労働者の非農業

部門への流入を引き起こすと解釈できよう。


� 労働移動関数の推計結果

労働移動関数の推計結果では，資本ストック

成長率，産油国との所得格差，産油国の石油収

入および外貨送金額の係数の符号が理論モデル

と一致している（表６）。ここで注目すべきは，

労働移動者比率を増加させる要因であるが，そ

れは資本ストックの成長と産油国の石油収入の

増加である。

第１に，資本ストックの成長率の係数は正で

有意な結果を得ている。資本ストックの蓄積に

よって非農業部門の労働需要が増加し雇用確率

は上昇するが，同時に農業労働者の流入が誘発

される。先に指摘したように，外貨送金が非農

業部門の生産に投資されると雇用機会は増える

ので，出稼ぎ参加者の増加に伴い国内の労働移

動はますます誘発されることになる。

第２に，産油国の石油収入の係数が正で有意
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である。産油国で莫大な石油収入があがると新

たに雇用機会が創出されるので，非農業部門か

ら出稼ぎが進み，そこに生じる雇用機会を目指

して農業労働者の流入が起こるからである。

その一方で，外貨送金は労働移動に対して直

接には負の影響を及ぼしている。先に指摘した

ように，外貨送金の増加は国内の潜在的出稼ぎ

参加者に対して出稼ぎ参加のインセンティブを

低下させる。その結果，非農業部門の労働供給

が増加するので，今度は国内の雇用確率が相対

的に低下し，農業労働者の流入は減少すると解

釈できる。つまり，外貨送金は非農業部門の雇

用創出に間接的に貢献するが，それ自体は労働

移動を減速させる効果があるといえよう。

符号が理論モデルの予想と異なり，しかも統

計的に有意であるのは，農業部門の実質賃金率

の係数である。また，非農業部門実質賃金率の

係数の符号は予め仮定しなかったが，負で有意

との結果を得ている。これらの推計結果は，農

業部門実質賃金率の上昇と非農業部門実質賃金

率の低下によって労働移動が増加することを示

しており，事実，両者の賃金格差が縮小してい

ることは表３で見た通りである。ただし，実質

賃金率の低下が著しいのは建設業・サービス業

である。つまり，農業部門から流入する大量の

労働者を雇用吸収しているのは，工業部門より

も建設業・サービス業部門であるといえよう。

これらの推計結果から，１９７０年から９５年にお

けるエジプトでは，産油国での雇用増に対して

直接的には農業部門と非農業部門の労働者の出

稼ぎが，間接的には農業労働者の非農業部門へ

の移動が誘発された。特に，農業・非農業部門

間の労働移動では，産油国の雇用機会の拡大に

伴い国内の雇用確率が上昇するというプル要因

の説明力が高い（注３５）。非農業・農業部門間の賃

金格差は，非農業部門労働者の産油国への出稼

ぎと，それに誘発された農業労働者の非農業部

門への流入によって圧縮されていると解釈でき

よう。

一方，産油国の出稼ぎで賄われた外貨は，労

働需要面では非農業部門の資本ストック蓄積に

貢献し，労働需要を増加させると同時に，労働

供給面では産油国での雇用確率を低下させ，農

業労働力の流出を減速させる効果がある。しか

し，産油国における膨大な雇用の創出は，非農

業部門の労働力の出稼ぎと農業労働力の非農業

部門への流入を加速化させ，結果として供給過

剰をもたらすと推論できよう。

結 び

本稿における実証分析によれば，エジプトの

農業労働者は非農業部門へ移動する時に賃金格

差よりも雇用確率に敏感に反応しており，彼ら

の移動は石油価格の上昇によってペルシャ湾岸

や北アフリカの産油国において膨大な石油収入

が産み出され，エジプト人労働者の出稼ぎが急

増したことによって加速化されている。このこ

とは，Schultz（１９４５）のいう就業機会説がエジ

プト人労働者の行動を説明していることを示し

ている。

しかし，産油国における石油収入の急増は農

業労働者の流出を間接的に誘発することによっ

て非農業部門への労働供給を増加させる結果と

なった（表５および表６）。農業の実質賃金率の

上昇から推測されるように，農業部門の労働過

剰状態は改善されたが（表３），非農業部門の

労働過剰状態は依然として続いている。

エジプトにおける海外出稼ぎと国内労働移動のメカニズム
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これに対して，出稼ぎ労働者の外貨送金によ

って賄われた投資は，都市だけでなく農村でも，

建設業，小規模産業やサービス業の成長を誘発

し，非農業部門の労働需要を増加させた（表５）。

農村の非農業部門の雇用が拡大した１９７６年から

８６年においては，非農業部門の労働力人口の増

加率は都市よりも農村の方が高く，都市から農

村への人口の還流も見られる（表１および表２）。

つまり，外貨送金の流入は農村に労働力を留め

るよう機能し，都市への移動を軽減させる側面

もあったといえよう。

このようにエジプトの労働移動は，産油国に

おける雇用機会の増加と，外貨送金の投資によ

り誘発された非農業部門の雇用拡大というプル

要因で説明される（注３６）。産油国における雇用増

の直接・間接的影響によって非農業部門の雇用

確率は上昇したが，農業労働者の流出はますま

す盛んになり，非農業部門の労働供給圧を高め

る結果になった。外貨送金は上述のように非農

業部門の労働需要を増加させると同時に，農業

労働者の農村からの流出を減速させる効果があ

ったが，急増する労働供給は満たすことができ

ず，失業は増加した。

つまり，石油価格の高騰による産油国での雇

用機会の増加と外貨送金の投資による非農業部

門の雇用拡大が，雇用確率を上昇させることで

労働移動をさらに誘発する要因となり，かえっ

て非農業部門における失業や低位雇用は増加す

るというメカニズムが機能したことが指摘でき

る。これはいわゆる�トダローの逆説�に類似

する結果がもたらされたことに他ならない。

Todaro and Maruszko（１９９５）の枠組では，

農村労働者が外国で雇用されるためにはまず都

市に移動し，失業するかインフォーマル部門で

働きながら雇用機会を待つことを想定する。た

だし，エジプトでは農村労働者は都市を経由せ

ずに一足飛びに産油国へ行くことも可能であり，

実際に多くの農村労働者が直接出稼ぎに参加す

る（注３７）。つまり，農村労働者が直接に出稼ぎに

参加するという点ではこの仮説はあてはまらず，

農業労働者が都市で外国の雇用機会を待つこと

を失業増加の要因に帰することは難しい。

しかし，エジプトの農業労働者は，出稼ぎ先

の雇用機会の増加と外貨送金の投資による非農

業部門の雇用拡大に反応して移動し，失業して

しまう。つまり，都市や非農業部門の労働者が

産油国に出稼ぎに行くと，そこに新たに生じる

雇用機会を満たそうとして労働移動が誘発され

るという Todaro and Maruszko（１９９５）の仮説

はあてはまる。エジプトでは１９７０年代半ば以降，

出稼ぎ労働者の増加とともに失業率も上昇して

いるが，都市に高水準の失業が存在するにもか

かわらず，非農業部門の雇用に対する期待所得

が高まることが，労働移動の加速化，そして失

業増加の要因であると結論づけることができる

だろう。

（注１） 賃金データの出所は，エジプト中央統計

動員局発行の�統計ハンドブック１９５２―１９６８年�１９６９

年６月，２３３ページ，�統計年鑑１９５２―１９９０年�１９９１

年６月，２３５ページである。

（注２） 人口センサスのデータを分析した Fergany

（１９９１，４４―４５）の報告によると，１９７６年には９．５％で

あった都市の失業率は，８６年には１５．８％に上昇した。

１９６０年の人口センサス調査によれば，都市失業率は

４．３％であった。１９７６年および８６年のセンサスは農閑

期に調査されたのに対し，６０年のセンサスは農繁期

に調査されたため，後者のデータは過小評価されて

いる可能性がある。ただし，このように農業労働需

要の季節性を考慮したとしても，都市失業率が上昇
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し続けていることは事実である。

（注３）�トダローの逆説�とは，Harris andTodaro

（１９７０）による農村と都市の２部門モデルにおいて，

都市の雇用増加率が引き上げられると，雇用確率が

上昇して都市への流入を促す結果，かえって都市の

失業は増大するという現象である。詳しくは，Blom-

qvist（１９７８），Arellano（１９８１）および Takagi（１９８４）

を参照されたい。

（注４） エジプトの海外出稼ぎ労働移動について

は，Birks and Sinclair（１９８０，４３―４６），Birks, Sinclair

and Socknat（１９８３，１１７―１３４），�中東協力センター

（１９８５，５６―６１）および畑中（１９８６，６７―９２）に詳細な

説明がある。

（注５） この数値は，Birks and Sinclair（１９８０，４３

―４５，１３４―１３５）による，サウジアラビア，リビア，

クウェート，UAE，ヨルダン（ヨルダン川西岸地区

を除く），イラク，カタール，オマーン，バハレーン，

イエメンにおけるエジプト人出稼ぎ労働者数の推計

が出所である。

（注６）１９８０年の出稼ぎ労働者数は，Birks et al．

（１９８３，１１３―１１５）の推計を典拠としている。一方１９８３

年の数値は，�中東協力センターが，８４年１１月に現

地調査で収集した政府関連機関の資料，ヒアリング，

Arab News, Jordan Times などの新聞，MEED 誌など

に依拠し，１９８３年における移民労働者数を受入国と

供給国双方からまとめたものである。イエメンの出

稼ぎ労働者数が含まれていないことから，１９７５年お

よび８０年のデータの集計方法と比べると若干過小評

価されていることを付言しておく。�中東協力セン

ター（１９８５，２８―２９）を参照されたい。

（注７）１９８５年の出稼ぎ労働者数は，８６年にエジ

プト国家人口委員会が発行した�エジプト移民調査�

を基に Fergany（１９９１，４０―４２）が推計したデータで

ある。

（注８） これらのデータは１９８６年にエジプト国家

人口委員会が発行した�エジプト移民調査�が出所

である。Fergany（１９９１，４０―４２）を参照されたい。

（注９） 中東・北アフリカ地域において，石油資

源，人口および労働力人口の偏在に加えて，所得の

格差が非産油国を中心とする労働過剰国から労働希

少の産油国への出稼ぎを活発化させてきた基本的要

因であることについては，先行研究の間でほぼコン

センサスが得られている。Birks and Sinclair（１９８０，

１１―１２），モヘッディーン＝ハーリク（１９８０，１９３）お

よび Birks et al.（１９８３，１０３―１０７）を参照されたい。

（注１０） 同時期の農業労働者の賃金率は月額に換

算して平均４０エジプト・ポンド（以下，LEと略称）

であるのに対し，国内の民間フォーマル部門におけ

る非肉体労働の収入は月額６３．６LE，公共部門の非肉

体労働で月額６５．６LE，政府雇用で５０．１LEであった。

賃金データの出所は，Zaytoun（１９９１，２４４―２４７）お

よびエジプト中央統計動員局�統計年鑑１９５２―１９７９

年�１９８０年６月，２２７ページである。

（注１１） 出稼ぎ労働者による送金の急増は，国内

に個人消費の増大，そして国内供給の不足から輸入

の急増をもたらした。送金収入の増大が消費財の購

入に向けられ，国内の需要が高まった結果，公式統

計でも２０％を超す物価上昇が引き起こされた。消費

財の輸入は１９７０年から８０年に３７倍の高い伸び率を示

している。畑中（１９８６，８２―８３）を参照されたい。

（注１２） 畑中（１９８６，８４―８５）は，１９８５年から GCC，

リビア，イラクが外国人労働者の帰国を促した背景

として次の３点をあげている。第１に，中東産油国

の多くで基礎的なインフラが完備されつつあり，こ

れらの建設のために必要な外国人労働力の需要が低

下した。第２に，石油価格の低迷により産油国も不

況に見舞われ，各種開発事業を縮小，中止したため

に，事業に携わる外国人労働者は帰国を余儀なくさ

れた。第３に，自国民労働者の失業，大学卒業生の

増加，留学帰国者の雇用機会確保等の問題が顕在化

するにつれ，各国政府は自国民化政策の選択を余儀

なくされた。

（注１３） 表１および表２で示すデータは，エジプ

ト中央統計動員局が実施した人口センサスを典拠と

するが，そこでの�都市�の定義は，�カイロ，アレ

クサンドリア，ポート・サイド，スエズの４県全

域と，他の２１県（１９９６年現在，２３県）の県都，群都

（markazの中心地），および大統領令等により都市

とされるその他の町（balad）�である。Greenwood

（１９６９，２８８），Richards（１９９１，９０）および店田（１９９９，
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２５）を参照されたい。ただし，同局の公表する�統

計年鑑１９９３―２０００年�によれば，１９６０年から９６年に

かけて都市区に含まれる�町�の数が増加する一方

で（上エジプトでは５６から７８に，下エジプトでは６１

から１０８に増加した），農村に分類される�村�の数

には一定の傾向は見い出せない（上エジプトでは１６８２

から１６６４に減少し，下エジプトでは２３６１から２４６８に

増加した）。つまり，人口の自然増，社会増によって

都市区が成長しており（人口センサスでは人口規模

については言及していないが，人口２万人以上の地

域がほぼ都市とされているようである），行政上・統

計上の都市区画は人口の成長に応じて拡大していっ

たものと推論できる。

（注１４）１９６０年と６６年の調査は農繁期に，７６年以

降は農閑期に実施された。調査時期が異なるために，

１９６６年から７６年の農村人口の増加率は過小評価，都

市人口の増加率は過大評価されている可能性がある。

ただし調査時期の相違を考慮しても，都市人口の増

加率が農村のそれよりも高いという趨勢は変わらな

いものと考えられる。

（注１５） 店田（１９９９，４４―８３）は，特に県内，地方

内での移動量の急増と移動率の上昇に表われている

ように，１９７６年から８６年にかけてエジプト社会全体

が激しく流動化する状態に入ったとする一方で，こ

れまで上昇し続けてきた都市化の進行が，７６年以降

の人口センサスを見る限り，穏やかなものになった

ことに注目している。つまり，１９７６年以降農村部を

含むエジプト全土が国境を越える人口移動の軸線上

に組み込まれることによって，都市化と人口移動の

構造変動が起きているといえよう。

（注１６） 先にも述べたように，１９６０年の調査は農

繁期に，７６年の調査は農閑期に実施されたため，６０

年から７６年の農村の農業部門における労働力人口増

加率は過小評価されている可能性がある。このこと

を考慮しても，農村の農業部門から労働力の流出が

著しいことには相違ない。

（注１７） 上記注（１６）と同様の理由で，１９６０年から

７６年の都市の非農業部門における労働力人口増加率

は過大評価されている可能性があるが，７６年まで当

部門が雇用を拡大していたことには相違ない。

（注１８） ただし，１９８５年に建設・サービス業の実

質賃金率は一時的に４２７．３に急騰している（表３）。

これは産油国において建設労働需要が急増し，多く

の建設労働者が出稼ぎに参加したため，国内労働市

場では建設労働力が不足するに至ったからである。Zay-

toun（１９９１，２４３―２４６）を参照されたい。

（注１９） Assaad（１９９７，９１）によれば，エジプト

の政府・公共部門では�賃金補償政策�が実施され

ており，学歴と勤続経験年数によって給与水準が決

定されている。また，物価上昇に応じて最低賃金率

が底上げされ，生活費も追加的に支給される。Starr

（１９８０，３―４，３２―３８）は，政府・公共部門で適用され

ている制度的最低賃金率，生活費支給制度，賃金補

償政策などの様々な賃金政策が，民間フォーマル部

門にも適用されていることを指摘している。

（注２０） Todaro and Maruszko（１９９５）では，外

国での雇用機会が増加するとその期待所得が高くな

り，農村労働者が外国の雇用機会を待つために都市

に流入する，都市の労働者が外国に移動すると都市

での期待所得が高くなり，都市に生じる雇用機会を

目指して農村労働者が都市に流入する，これら２つ

の要因の帰結として都市失業が増加することを説明

している。

（注２１） ただし，農村労働者が都市へそして外国

へ移動するという段階的移動行動については，ここ

で展開する農村労働者の意思決定モデルの中には明

示的に組み込まれていない。本モデルでは，このよ

うに段階的に移動する農村労働者はまず都市に移動

し，そこで労働市場に参入した後に外国への移動の

意思決定を行うことを暗黙裡に想定している。つま

り，都市から外国に移動する時の意思決定について

は，都市労働者の行動に含まれるものとしている。

（注２２） ここで展開する最適化問題は，Djajić and

Melbourne（１９８８）による労働移動の一般均衡モデ

ルを参考にしている。

（注２３）（３a）式および（３b）式から得られる条件 U’

（Ci）＝U’（Cj）＝λi
jを（３c）式に代入し整理すると，

πi
j U（Cj）－πi

i U（Ci）＝U’i（Ci）［πi
j（Wi－Cj）－πi

j（Wj－Cj）］，

が得られる。少なくともπi
j U（Cj）＞πi

i U（Ci）でなけれ

ば移動のインセンティブは働かないので，上式の左
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辺は正であることを仮定する。また，U’（Ci）＞０で

あることから，πi
i（Wi－Ci）－πi

j（Wj－Cj）＞０が得られ

る。一方，（２）式の予算制約より，

［πi
i（Wi－Ci）－πi

j（Wj－Cj）］e－τ
i
j

＝πi
i（Wi－Ci）－πi

j（Wj－Cj）e－δN－δμi
j，

が成立している。上式の左辺は正であるので，右辺

も正になる。従って（４）式の右辺は正となる。

（注２４）（５）式を導くためには，（４）式の Ci，Cjを

Wi，Wj，πi
iおよびπi

jの関数として表わす必要がある。

まず，（３a）式および（３b）式より，U’（Ci）＝U’（Cj）で

あるから，Cj=φ１（Ci）と表わせる。次に，（３a）式より

U’（Ci）＝λi
jであり，Cj=φ１（Ci）とともに（３c）式に代入

すると，

πi
i［φ２（Ci）＋Wi－Ci］－πi

j［φ３（Ci）＋Wj－φ１（Ci）］＝０，

が得られる。ただし，φ２（Ci）＝U（Ci）／U’（Ci），φ３（Ci）

＝U［φ１（Ci）］／U’（Ci）である（∂φ１／∂Ci＞０，∂φ２／∂Ci

＞０，∂φ３／∂Ci＞０）。この式が示していることは，Ci

はφ１（・），φ２（・）およびφ３（・）を所与とすれば，Wi，

Wj，πi
iおよびπi

jが得られれば決定されることである。

つまり，Ciはφ（・）を陰関数として，φ（Ci，Wi，Wj，

πi
i，πi

j）＝０と表わすことができよう。ただし符号は

上式より，∂Ci／∂Wi＞０，∂Ci／∂Wj＜０，∂Ci／∂πi
i＞０，

∂Ci／∂πi
j＜０である。

（注２５） 上記の注（２３）と同様にπi
j U（Cj）＞πi

i U（Ci）

を仮定し，それによって得られる条件（πi
i（Wi －Ci）

－πi
j（Wj－Cj）＞０）と（２）式を利用すると，（５）式および

（６）式の符号条件を得る。

（注２６） ただし，∂γi
j ／∂τi

j＜０であることから，τi
j

が増加するにつれてγi
jの値は低下する。つまり，農

村（都市）に留まる期間が長いほど農村（都市）で

の生涯所得は大きく，農村外（外国）での期待生涯

所得は小さくなり，移動のインセンティブは次第に

低くなる。（７）式より，∂γi
j ／∂πi

i＜０，∂γi
j ／∂Wi＜０，

∂γi
j ／∂πi

j＞０，∂γi
j ／∂Wj＞０，∂γi

j ／∂μi
j＜０である。

（注２７） 農家と企業はそれぞれ均質の生産物を産

出するものとし，産出は付加価値で測定する。労働

は農家間，企業間でそれぞれ均質であると仮定され

るが，資本と農地は農家間，資本は企業間で異質で

ある。

（注２８） ミクロ生産関数の集計の問題については，

佐藤（１９７５）を参照されたい。

（注２９） 純移動労働者数の推計には，Ahmed（１９８６，

３１）および Larson and Mundlak（１９９７，３００）の方

法を参考にしている。M m
a（t）を t－１期から t 期におけ

る純移動労働者数とすると，M m
a（t）＝La（t－１）（１＋g（t））－

La（t）となる。ただし，La（t－１）は t－１期における農業就

業者数，g（t）は t－１期から t 期における就業者全体の

増加率，La（t）は t 期における農業就業者数である。純

移動労働者比率（ma（t））は，純移動労働者数（M m
a （t））を

農業就業者数（La（t））で除した値である（ma（t）＝M m
a（t）／La（t））。

本稿では，g（t）に農村労働力人口の増加率を用い，都

市の出生率（BU）に対する農村の出生率（BR）の相対

値，つまり BR/BUを加重した。農村労働力人口のデ

ータの出所は，国連食糧農業機関（FAO）のホーム・

ページ＜http://www.fao.org（２４／０３／２０００）＞FAO

Statistical Database（Agriculture/Population/Annual

Time Series）である。都市および農村の出生率は，

国際連合の発刊による�世界人口年鑑 １９７４�第２６

集，１９７５年，２４９ページ，�世界人口年鑑１９８０�第３２

集，１９８２年，２５８ページ，�世界人口年鑑１９８５�第３７

集，１９８７年，２９５ページ，�世界人口年鑑１９９５�第４７

集，１９９７年，３２７ページから得られた。

（注３０） El-Issawy（１９８０，５９）から得られる失業

者数のデータは，エジプト中央統計動員局による�労

働力標本調査�が出所である。

（注３１） 資本ストックの出所は�エジプト財務省

年次統計�であり，非農業部門の資本ストック推計

には工業のデータを用いて各年の資本ストックを推

計した。

（注３２）１９７０年と７２年のデータを除外せざるを得

なかったことから，データ・セットは時系列データ

としては扱っていない。そのため，ダービン・ワト

ソン統計量については得に問題にしていない。

（注３３） 対数変換した資本ストック（実質値）と外

貨送金額（１００万ドル）の間に高い相関（０．９０２）が確

認された。これは外貨送金が非農業の産業に投資さ

れ，資本ストックの蓄積に貢献することを示してい

るが，労働移動関数の推計，またそれと非農業部門

の労働需要関数および労働供給関数との同時推計に

おいては外貨送金額との多重共線性を避けるために，

エジプトにおける海外出稼ぎと国内労働移動のメカニズム
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資本ストックは成長率（G（Km）（t）＝ln［Km（t）／Km（t－１）］），

外貨送金額は対 GDP比率にして変数とした。

（注３４） 多額の外貨送金が国内の潜在的出稼ぎ参

加者に対して大きな所得効果をもたらすとすれば，

送金額の増加によって出稼ぎ参加者は減少し，国内

の労働供給は増加するとの推論も可能である。多額

の外貨送金が流入すると，国内の労働者が出稼ぎ先

の雇用確率が低下していると予想するのか，送金自

体が彼らに対して所得効果をもたらすのかを実証的

に明らかにするためには，家計の行動をよりミクロ

な視点から分析する必要がある。ただし，表４に示

す農業部門労働供給関数の符号はいずれの解釈とも

整合的である。

（注３５） 店田（１９９９，７２―８１）はエジプト国内の人

口移動の構造に関して，１９７６年から８６年にかけて産

油諸国のプル要因がさらに強くなり，海外居住人口

の伸びになって表われていること，国内の周辺地方

のプル要因が上昇し，相対的に中心地方との格差が

縮まり，地方内移動の増加になって表われているこ

と，を指摘している。本稿の実証結果から得られる

含意は，これらのファインディングと整合的である。

（注３６） 中央統計動員局の統計年鑑によると，農

村人口１人当たりの農地面積は１９６２年から９５年にか

けて低下し続けた。しかし，作付農地面積の増加に

よって農業労働需要は増加しており，実質賃金率も

高騰しているので，農業労働力は次第に希少になっ

ているといえよう（表３および表４）。つまり，農村

の要素賦存の悪化によって労働者が都市に押し出さ

れるという傾向は見られず，プッシュ要因でエジプ

トの労働移動を説明することは難しい。

（注３７） エジプトの農村には，かつて近隣の村落

での運河の整備や道路の建設などの土木建設事業に

土地なし農民を臨時に雇い入れるムカーウイル・ア

ンファール（muqawil anfar）と呼ばれる労働請負人

がおり，彼らがリビアやサウジアラビアでの建設作

業にエジプトの農村労働者を仲介するようになった。

農村労働者の産油国への出稼ぎは，農村の仲介業者

や出稼ぎ経験者を通して行われることがほとんどで

ある。El-Messiri（１９８３，８１）および Nada（１９９１，２１

―２２）を参照されたい。
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